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Ⅰ．はじめに

女性の社会進出に対する取り組みは，1985 年「男女

雇用機会均等法」が成立し，その後，性別役割分業社会

からの脱却をめざすため，1999 年に「男女共同参画社

会基本法」が制定された。その結果，職業を持つ女性が

多くなり，徐々に生き方や価値観の多様化が進み，職業

は女性の生きがいや自己実現を具現化する選択肢のひと

つとなっていった。

女性の就業率については，生産年齢人口（15～64 歳）

の女性の上昇が著しくなっている。生産年齢人口におけ

る女性の就業率の推移をみると，男女雇用機会均等法が

施行された 1986 年は 53.1％であったものが，2016 年に

は 66.0％に上昇している1）。

こうした女性の就業拡大には，女性が職業を持つこと

に対する意識が女性自身だけでなく男性を含め，社会

全体として変化してきたこともその背景にある。女性

が職業を持つことに対する意識について，1992 年から

の変化を男女別にみると，1992 年では，「子供が大きく

なったら再び職業を持つほうが良い」と答えた割合が，

女性（45.4％），男性（39.2％）とともに最も高かった。

その後の変化をみると，2004 年には女性において，「子

供ができても，ずっと職業を持つほうが良い」（41.9％）

が「子供が大きくなったら再び職業を持つほうが良い」

（37.0％）を初めて上回った。2016 年では，「子供ができ

ても，ずっと職業を持つほうが良い」と回答する割合が，

男女ともに調査開始以来，初めて 5割を上回たことが報

告されている1）。このことから，25 年程度の間に，女性

が職業を持つことに対する意識が社会全体として大きく

変化したことがわかる。

しかしながら，女性の社会進出が進むにつれて，育児・

介護の問題がクローズアップされるようになった。

子育て支援については，1997 年にエンゼルプランが

策定された。この背景には，1990年に合計特殊出生率1.57
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となった，「1.57 ショック」があげられる。

夫婦にたずねた理想的な子供の数（平均理想子供数）

は 1987（昭和 62）年から低下傾向にあり，2015（平成

27）年は 2.32 人と，過去最低を更新している。また，

夫婦が実際に持つつもりの子供の数（平均予定子供数）

も，過去最低の 2.01 人となっている2）。

予定子供数が理想子供数を下回る夫婦の理想の子供数

を持たない理由としては，「子育てや教育にお金がかか

りすぎるから」（56.3％）が 30～34 歳では 8 割を超えて

いる。次に多いのが，「高年齢で生むのはいやだから」

（39.8％）や「欲しいけれどもできないから」（23.5％）

といわれている3）。

「結婚・家族形成に関する意識調査」4）によれば，子育

ての不安要素を尋ねる問に対して，「経済的にやってい

けるか」（63.9％）に次いで，「仕事をしながら子育てす

ることが難しそう」が 51.1％，「きちんとした子供に育

てられるか自信がない」が 40.7％となっているなど，経

済的な不安のみならず，仕事と子育ての両立をはじめ，

子育てに伴う様々な負担について根強い不安感を持つこ

とが分かる。

このように，少子化の原因には夫婦の出生力の低下が

挙られるが，その他にも，若者の経済的な不安定さや長

時間労働，仕事と子育ての両立の難しさ，子育て中の孤

立感や負担感，教育費負担の重さなど，様々な要因が複

雑に絡み合って生じている。

1994 年にエンゼルプランが策定されて以降，「少子化」

「家族機能の弱体化による子育て家庭の「孤立化」「待機

児童」などの課題に対応し，子どもや子育て家庭を支援

するため，2012 年の「子ども・子育て支援」関連三法まで，

新しい環境を整えるための様々な対策が行われてきた。

それにもかかわらず，現代の子育て環境は十分に充実し

たものとはいいがたい。

一方，高齢者の介護問題については，2000 年に介護

保険制度を導入し「介護の社会化」を推進している。し

かし，介護保険導入後も在院日数の短縮化や在宅療養の

推進により，家族介護者の介護負担は依然として大きく，

家族介護者の健康や介護力の低下に対する支援は十分で

ないという現状が明らかになった5）。また，我が国の家

族介護者は，「家」制度や家族介護意識の高さといった文

化的背景から介護負担を抱え込みやすい特徴があった6）。

介護を担っている人の状況では，要介護者との同居が

58.7％で，そのうち女性が 66％に及ぶ。特に介護時間が

「ほぼ終日」の要介護者と同居している主な介護者は，

女性が約 7割となっており，主たる介護者は女性が多い

ことがわかる7）。

また介護は子育てと異なり，その状況は多様である。

先の見通しが立ちにくく，長期化しがちであり，離職を

含め，介護が女性の就業に与える影響は小さくない8）。

このように，核家族化や人間関係の希薄化，家庭や地

域を取り巻く環境の変化によって，子育て力や介護力は

低下していることがわかる。

そして，これまで，仕事と子育ての両立，仕事と介護

の両立はそれぞれ別々の問題とされてきたが，現在では

育児期にあるものが親の介護も同時に引き受けるという

「子育てと介護のダブルケア」問題が指摘されるように

なってきている9）。この背景には晩婚化，晩産化等の影

響が挙げられる。平成 26 年の平均初婚年齢と第一子出

生年齢が，昭和 45 年と比較して 5 歳以上後倒しになっ

ている10）。前田は育児期に親と同居することで就業した

女性が，その後，同居している親の介護のために離職す

るケースがあることを指摘している11）。

子育て・介護に関する研究は徐々に多くなっているも

のの，子育てと介護を同時に担う「ダブルケア」につい

ては，まだまだ限定的である12）。特に，子育てと介護と

仕事の両立について，彼らがどのような問題を抱え，社

会的支援を必要としているのか等を包括的に行った研究

はほとんど見られない。

そこで本研究においては，ダブルケア予備軍と目され

る女子大学生を対象として，彼女たちの子育てと介護に

関する意識が，女性の社会進出とどのように関連してい

るのかについて検討することを目的とした。

なお，介護については，市民生活における介護の責任

の果たし方は多様化しており，日常生活のケア責任は果

たせなくても，経済的な面や精神的支援というケア責任

を担っている現状もある9）。よって，本研究では介護の

意味を幅広くとらえ，老親扶養義務を広義の介護ととら

えることとした。

Ⅱ．研究方法

1．分析対象者と調査方法

本研究の調査は，A 市の 18～23 歳の女子大学生 219

人を対象とした。無記名自記式調査法を用い，講義前に

アンケートを配布し回答時間を設け，その場で回収した。

回収率は 100％であった。調査期間は 2017 年 1～4 月と

した。

2．倫理的配慮

調査対象者に対しては，本研究の目的や本研究で得ら

れた情報は論文投稿・学会発表・報告書作成等以外には

用いないこと，情報から個人が特定できないように配慮

すること，調査への参加は強制ではなく個人の自由意志
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であること，得られた情報は漏えいのないように保管す

ること等を文書で説明した。本調査の趣旨に同意の得ら

れた場合のみ調査に参加していただけるように依頼した。

3．分析に使用した変数

1）子育て感

子育て感については，陳らの子育て感尺度13）から「親

としての役割をはたすことにより人間的に成長できる」

「親は子供中心の生活をすべきだ」「子育てはイライラす

ることばかりである」などの 15 項目を用いた。これら

の項目に対して，「全くあてはまらない」から「かなり

あてはまる」までの 5件法で回答を求め，順に 5点から

1点までの得点を与えた。

子育て感因子として，「子育て肯定感」「親としての責

任感」「子育て不安」の 3 因子を得ることができた。山

城14）が「価値」と「態度」を網羅した子育ての概念と

して，「喜びや楽しみ」「悩みや不安」「責任感」の 3 つ

の下位概念を示しているが，本研究においても同様の結

果となった。

子育て感のうち，「子育て肯定感」の Cronbach の α値

は 0.82 であった。「親としての責任感」の α値は 0.83 で

あった。「子育て不安」の Cronbach の α値は 0.73 であっ

た。3因子とも信頼性を有すると考えた。

2）老親扶養義務感

太田ら15）の老親扶養義務感尺度を用いた。「親の介護

をしないのは，子としての役割を怠っている」「子供は

老親と一緒に何かを楽しむような時間をもつべきだ」な

どの 11 項目から構成されている。これらの項目に対し

て，「そう思わない」から「そう思う」までの 5 件法で

回答を求め，順に 5点から 1点までの得点を与えた。

老親扶養義務感のうち，「身体的扶養義務」の Cronbach 

の α値は 0.50 であった。「情緒的扶養義務」の Cronbach

の α値は 0.80 であった。「経済的扶養義務」の Cronbach

の α値は 0.64 であった。3因子とも信頼性を有すると考

えた。

3）女性の社会進出

加藤ら16）の作成した女性の社会的地位に関する尺度

15 項目を用いた。この項目について合成得点を出すこ

とが妥当であるかどうかを検討するために主成分分析を

行った。その結果，すべての項目がまとまり（寄与率

32.95％，α＝0.835），15 項目の合計得点を女性の社会進

出得点として算出した。

4）調整変数

調整変数は，学年，理想の子供の数，現在の住まい，

兄弟姉妹の有無，祖父母との同居経験を用いた。学年に

ついては 2 つのダミー変数を用いた。その際 2 回生と 3

回生は 2-3 回生にまとめた。そして，学年 1 は「2-3 回

生」という回答に 1，「1回生」と「4回生」に 0を付与し，

学年 2 は，「4 回生」に 1，「1 回生」「2-3 回生」に 0 を

付与した。

理想の子供の数についても 2 つのダミー変数を用い

た。その際 0 人と 1 人を 1 人以下にまとめた。そして，

理想の子供 1は，「2人」という回答に 1，「1人以下」と「3

人以上」という回答に 2を付与し，理想の子供 2は，「3

人以上」という回答に 1，「1 人以下」と「2 人」に 0 を

付与した。

祖父母との同居経験は，「同居経験のあるもの」と「現

在同居しているもの」を 1，同居経験のないもの」を 0

とするダミー変数とした。

4．分析方法

分析対象者は，有効回答が得られた 219 人のうち，希

望するライフコース別に尋ね，「正規の職員」と「パー

ト・派遣等」に分けることとした。正規の職員は 101 人

（46.1％），パート・派遣等は 188 人（53.9％）であった。

「パート・派遣等」には，パート・派遣など正規の職員

として働くことを希望しないものを一つにまとめた。

分析は女性の社会進出を従属変数とする重回帰分析を

ライフコース別（正規の職員とパート・派遣等）に行う

こととした。子育て感と老親扶養義務感の各側面を独立

変数に投入した。調整変数は，いずれの分析においても，

学年，理想の子供の数，現在の住まい，兄弟姉妹の有無，

祖父母との同居経験を投入した。分析には，統計ソフト

IBM SPSSver. 22.0を用い，p＜.05を統計学的有意とした。

Ⅲ．結　果

1．分析対象者の特性

分析対象者の属性は，表 1に示したととおりである。

各属性をライフコース別で比較したところ，有意差は

みられなかった。子育て感（表 2_1），扶養義務感（表

2_2），女性の社会進出（表 2_3）についても，ライフコー

スによる差はなかった。

2．老親扶養義務感，子育て感と女性の社会進出との関連

重回帰分析の表 3の結果は以下の通りであった。

子育て感 3因子のうち，子育て肯定感については，「正

規の職員」の社会進出得点が有意に高かった。「パート・

派遣」については，社会進出得点との関連はなかった。

親としての責任感については，「正規の職員」の社会

進出得点が有意に低かった。「パート・派遣等」につい

ては，社会進出得点との関連はなかった。子育て不安は，

「正規職員」「パート・派遣等」ともに社会進出得点との

有意な関連はなかった。
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表 1　分析対象者の属性

正規の職員（n＝101） パート・嘱託（n＝118）

学年

1回生 39（38.6）  34（28.8） n.s.

2-3 回生 37（36.6）  42（35.6）

4 回生 25（24.8）  42（35.6）

理想の子供

1人以下  8（8.2）  16（14.5） n.s.

2 人 68（64.4）  64（58.2）

3 人以上 21（21.4）  30（27.3）

現在の住まい

自宅 55（54.5）  67（56.8） n.s.

自宅以外 46（44.5）  51（43.2）

兄弟姉妹構成

あり 89（88.1） 106（89.8） n.s.

なし 12（11.9）  12（10.2）

祖父母との同居経験

あり 50（49.5）  45（38.1） n.s.

なし 51（50.5）  73（61.9）

注 1）：各項目で欠損値がある場合には合計数が n に満たない場合がある。

注 2）：検定は，ライフコースのうち，正規の職員とパート・嘱託の比較。χ2 検定を

用いた。

表 2_1　子育て感のライフコースによる差

関係得点 N 平均値（SD）

子育て肯定感
正規の職員  99 －0.006（0.894）

パート・嘱託 104 0.006（0.988）n.s.

親としての責任感
正規の職員  99 0.052（0.889）

パート・嘱託 104 －0.050（0.993）n.s.

子育て不安感
正規の職員  99 －0.008（0.875）

パート・嘱託 104 0.007（0.916）n.s.

表 2_2　扶養義務感のライフコースによる差

関係得点 N 平均値（SD）

扶養義務感（身体）
正規の職員 101 0.061（0.813）

パート・嘱託 116 －0.053（1.019）n.s.

扶養義務感（情緒）
正規の職員 101 0.108（0.918）

パート・嘱託 116 －0.094（0.931）n.s.

扶養義務感（経済）
正規の職員 101 0.062（0.884）

パート・嘱託 116 －0.054（0.973）n.s.

表 2_3　女性の社会進出のライフコースによる差

関係得点 N 平均値（SD）

社会進出
正規の職員 101 55.396（6.740）

パート・嘱託 118 54.178（8.063）n.s.
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老親扶養義務感 3因子のうち，身体的扶養義務につい

ては，「パート・派遣等」の社会進出得点が有意に低かっ

た。「正規の職員」は社会進出との有意な関連はみられ

なかった。情緒的扶養義務，経済的扶養義務については，

「正規職員」「パート・派遣等」ともに社会進出得点との

有意な関連はなかった。

なお，重回帰分析の結果すべてにおいて，VIF（variance 

inflation factor）の値は最も高いものでも，1.92 であり，

変数間に多重共線性の問題はみられないことが確認された。

Ⅳ．考　察

分析結果の考察を示す。

子育て感，老親扶養義務感，それぞれについて，女性

の社会進出との関連が認められた。

子育て感のうち，ライフコースとして「正規の職員」

を選択したものは，親としての責任感が強い場合，社会

進出に消極的になる可能性があることから，離職の可能

性が高くなると考えられる。渡邊17）によれば，「子育て

の母親責任」を当然とする風土が日本には今も根強く存

在しているという。こうした価値観が現代の女子大学生

にも根付いていることが本研究においても示唆された。

子育て感のうち，ライフコースにとして「正規の職員」

を選択したものは，子育てを自己成長と思っている人が

女性の社会進出に積極的であった。子育てを肯定的に評

価することによって，複雑な環境に適応したり，連続し

て成長している自分を感じたり，自ら生きる目的を見出

したり，他者と暖かな人間関係を築く傾向が高まること

が明らかとなっている18）。少子化時代だからこそ，子育

ての体験は個人の心理的な発達 にとって重要な役割を

もつ可能性がある19）といわれている。本研究においても，

正規の職員として，社会で活躍を希望する女性は，子育

て経験をプラスととらえていることが示唆された。

老親扶養義務感についてはライフコースとして「パー

ト・派遣」を選択したものについては，身体的扶養義務

感の高いものほど，女性の社会進出に対して消極的な考

えを持つことが明らかとなった。

個人の介護に対する強い義務感が，介護ストレスの増

加と関連している20）との報告や，介護は家族が行うこ

とが望ましいという家族介護意識の高さが介護負担を抱

え込む要因の一つ21）と言われていることから，本研究

においても身体的扶養義務感の高い者ほど介護負担感が

高くなっていることがわかる。さらに，本研究において，

介護負担感が高いもののうち，「パート・派遣」を選択

した対象者が社会進出に消極的な考え方を示しているこ

とが明らかとなった。これは，介護離職者には家庭にお

いて収入の少ない非正社員の女性が離職を余儀なくされ

るケースが多い22）と言われており，パートが相対的に

仕事を辞める可能性が高い8）という報告と同様の結果と

なった。家族に要介護者を抱えると，それまで非正規雇

用に就いていた女性の多くはその職をあきらめざるをえ

表 3　ライフコース別の扶養義務・子育て感と社会進出との関連

正規の職員 パート・嘱託

β β β β β β

学年 1 （2–3 年生＝1） 0.111 0.122 0.042 0.186 0.19 0.284 *

学年 2 （4年生＝1） 0.184 0.139 0.032 0.296 ** 0.299 ** 0.391 ***

理想の子供数 1 低位 vs 中位 0.039 0.173 0.09 －0.584 **** －0.553 **** －0.277

理想の子供数 2 低位 vs 高位 0.045 0.181 0.056 －0.21 －0.209 0.047

現在の住まい （自宅＝1） －0.099 －0.066 －0.096 －0.008 0.019 －0.005

兄弟姉妹構成 （兄弟あり＝1） －0.046 －0.48 －0.043 0.134 0.071 0.045

祖父母との同居経験 （あり＝1） 0.171 0.175 0.252 * 0.021 0.064 0.058

子育て感

  子育て肯定感 0.398 ** 0.066

  親としての責任感 －0.499 *** －0.208

  子育て不安 0.018 －0.107

扶養義務感

  扶養義務（身体） －0.268 －0.443 ****

  扶養義務（情緒） 0.123 －0.019

  扶養義務（経済） 0.229 0.186

Adjusted R2 0.119 0.117 0.165 0.42 **** 0.288 **** 0.28 ***

****：p＜.001 ***：p＜.005 **：p＜.01 *：p＜.05
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ない傾向があることが，本研究においても示唆されたと

いえる。

一方で，介護負担感が低くなる要因として，介護者

が生きがいを持つこと23），そして就業していること24）25）

が挙げられる。介護肯定感は家族の介護継続意欲を高め

ることが明らかとなっており，「パート・派遣」を選択

した者が，就業継続できる環境を整えることが求められる。

Ⅴ．まとめ

今回の研究結果では，子育てについては，「正規の職員」

を選択した者に社会進出との関連がみられ，介護につい

ては，「パート・派遣」を選択した者に社会進出との関

連がみられた。

子育てのために一時仕事を退職しても復帰しやすい

等，柔軟な働き方であると考えられる「パート・派遣」

に比べて，「正規の職員」を希望している場合，仕事と

子育てとの両立に関心が高くなったと考えられる。

一方，介護においては，「正規の職員」よりも，「パー

ト・派遣」は離職しやすいこともあり，身体的介護への

負担感が高い者は，仕事と両立していくことに対して意

欲が低下し，社会進出に消極的となったと考えられる。

子育てや介護への関心と社会進出との関連は，ライフ

コースにより違いがあり，ライフコースとして「正規の

職員」を選択した対象者は子育てに関心が高く，「パート・

派遣」を選択したものは，介護に高い関心を示した。

今後，超少子化と高齢化が同時進行するわが国は，子

育て・介護・仕事の両立問題という，新たな形の「ケア

の社会化問題」に直面する26）といわれている。今後は，

子育てと介護が同時進行することを踏まえたうえで，女

性の社会進出の支援方法の検討が望まれる。
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